
 

設備工事情報シート【震災被害版】の発行にあたり 

 

(社)日本建設業連合会   
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１．地震の概要 

 

1) 2011年3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震

は、3箇所の海底断層での大規模なすべり破壊が160

秒の間に連続して発生、地震の大きさは最大でM9.0

を記録し、地震が数値で計測されて以来、4 番目の

記録となり、各地で気象庁の新震度階の６弱以上

（建築基準法施行令で規定する『極めて稀に発生す

る地震動』に分類される）が観測された。 

2)被災範囲が広大、また、揺れの時間が180秒程度と

非常に長い地震動となったことが最大の特徴であ

る。 

3)津波・液状化を除くと、地震動は大きかったものの、

建物の倒壊・崩壊等、地震自体による建築物の構造

耐力上主要な部分への被害は比較的小さかったが、

建物外壁，間仕切壁，天井等、構造耐力が求められ

ない部分については、破壊や脱落等の被害が大きい

傾向にあった。 

4)内装、特に、LGS(軽量鉄骨)天井、天井内設備の損

傷が広範囲の地域で多く報告されている。被害の傾

向として、体育館、講堂、ホール、工場・生産施設

等で、大空間で織り上げ天井、斜め天井といった、

複雑な天井や、柱の少ない太スパン構造の間仕切り

壁・天井が破壊、落下している。また、天井内の設

備機器・配管類が脱落し、天井を落下させた部分も

あった。 

 

２．設備工事情報シートについて 

 

過去の震災が発生する度に、設備工事の被害状況が報

告されているが、今回は設備の特徴的な被害事例をまと

めることとなった。具体的には、消火・スプリンクラー

等の小口径の配管の被害、エコキュートに代表される小

型の給湯器の被害、壁貫通部の被害、天井排煙口や天井

懸垂物脱落・落下の被害が注目された。 

建築設備の耐震性については1996年『建築設備・昇降

機耐震診断基準及び改修指針』（日本建築設備昇降機セン

ター）、1997年『建築設備耐震設計・施工指針』（日本建

築センター）、同2005年版等が発刊されている。また、非

構造部材の耐震性としては、2001 年芸予地震、2003 年

十勝沖地震、2005 年宮城県沖の地震による大きな被害を

受けたことを契機に検討が講じられ、国交省から『大規

模空間を持つ建築物の天井の崩落対策について （技術的

助言）』が通知され、その耐震性の検討が必要としてい

る。2003年1月には、日本建築学会の『非構造部材の耐震

設計施工指針・同解説および耐震設計施工要領』、2007

年の『公共建築工事標準仕様書（建築工事編）公共建築

協会 平成19年版』が発刊され、考慮すべき補強の目安が

示されているが、明確な規定にはなっていないのが現状

である。 

耐震仕様の問題点としては、建設時期による現行の指

針・基準類に適合していなかったもの、機器本体に原因

のあるものなどがある他に、吊ボルトの破断という現象

に見られるように、吊り長さや重量を鑑みて今までの耐

震対策の適用除外とされている部分および基準が明確で

はない部分がある。 

今後、今回の地震の長時間揺れたことによる天井・天

井内設備の損傷の多発を受け、長時間振動の地震に対す

る天井の耐震性確保に関する技術的助言や日本建築学会

指針・仕様の改定などがなされるものと予想される。し

かし、指針の改定には時間がかかるため、現在の損傷状

態から耐震性を向上させる方法を検討し、今後行うべき

方法を参考として発行することとした。 

 

以上 



制 定

改 訂

　１.　目的・概要

　　 　

　２.　震 災 事 例

被害事例　泡消火配管継手部からの漏水 　

（事象の要因）

　

　

 被害事例　スプリンクラー巻き出しフレキシブル配管接続部からの漏水

（事象の要因）

 被害事例　125φ空調冷却水配管の脱落

（事象の要因）

長時間の揺れにより、横走り配管と
分岐配管の相互の揺れの違いから、
分岐部根本のﾈｼﾞ部が破損した

　2011年3月11日に東北地方太平洋沖地震が発生し、建築設備も各地で震災情報や被害状
況が報告されてきている。今回『建築設備』の被害情報より、過去の震災とは違う特徴
を事例にあげ、建築設備の耐震技術の重要性を改めて認識するとともに、今後の参考に
なりえる事例を紹介する。

長時間の揺れにより、鋼管とスプリン
クラーヘッド間の巻き出し（フレキ）配
管が大きく振られ、フレキ配管ネジ接
続部が破損した

長時間の揺れにより、配管自体が大
きく振られて、吊りボルトの根本が破
断、配管が脱落した。
1本の吊りボルトの破断により配管の
自重で他の吊りボルトも連続的に破
損し、冷却水配管が脱落した

設備工事情報シート

耐震対策 配管の破断・脱落 　

震災被害版　No.1
2012年2月22日

　

今回の震災での被害では長時間の揺れによる小口径配管の接続部の破断・破損による
漏水件数が多く見られ、特に水系配管の破損は漏水による２次被害も多く確認されて
いる。また、漏水には至らないまでも、配管の吊り元から脱落した事例も確認されて
いる。

　

注意
この情報シートは日建連の基準ではありません日建連

 



　３.　原　　因

  

  

 

　４.　対　　策

　　現状；棒鋼吊り金物による支持 　　　対策案；振れ止め支持を追加

 

 

 

※スプリンクラーのフレキシブル配管は各メーカーにより施工要領が違うので注意が必要

※配管耐震支持材については、(財)日本建築ｾﾝﾀｰ『建築設備耐震設計･施工指針』を参考とする

日建連
注:この情報シートは日建連の基準､規格ではありません

資　　料

小口径配管の破損を軽減させるため、50A以下の配管にも適宜形鋼支持を検討する。特に
消火系水配管は破断することにより、水損による被害の他、本来の初期消火の目的を果
たせない場合も考えられることから、形鋼振れ止め支持の設置を推奨する。
軸方向の揺れを防止する措置も必要と思われる。

公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編・平成22年度版）では、呼び径50A以下の横走
り管の鋼管類の支持間隔は2m以下と規定はあるが、形鋼振れ止め支持については、特記
がないかぎり不要となっている。また、吊材長さが平均30cm以下の配管も特記無き限
り、耐震支持の適用除外となっている。
今回の震災での被害では、長時間の揺れに伴い、主管と枝管・天井材等とそれぞれが異
なる挙動を示したことが原因で、小口径配管接続部分のネジ切り部が破断したものと思
われる。また、吊材長さが30cm以下の配管も耐震支持が無い場合は吊りボルトの破断が
起こる場合がある。

A種またはB種耐震支持 

 
配管軸方向の振れ止めが無かった事例 

L形鋼の強度不足と思われる脱落 



制 定

改 訂

　１.　目的・概要

　　

　２.　震災事例

機器接続部の破損、機器頂部の被害 脚部廻りの被害、振止金物の緩み

　３.　原因

（推定原因）

設備工事情報シート 震災被害版　No.2

日建連

耐震対策 床置き機器接続部の耐震配慮

2012年2月22日

　2011年3月11日に東北地方太平洋沖地震が発生し、建築設備も各地で震災情報や被害状
況が報告されてきている。今回『建築設備』の被害情報より、過去の震災とは違う特徴
を事例にあげ、建築設備の耐震技術の重要性を改めて認識するとともに、今後の参考に
なりえる事例を紹介する。

温水器や、貯湯槽など重心が高い機器について、地震により頂部の振れ幅に配管が追従
できずに破損している。また、機器自体がアンカーで固定されていないため、機器自体
の移動により配管が破損している。

機器の固定不足による本体の揺れにより配管接続部が破断。
給湯器本体は床にアンカー固定されていても、貯湯タンクは堅固に固定されていない機
器も多く、機器カバー内部のタンクが揺れて、配管接続部が破断したと思われる。

注意
この情報シートは日建連の基準ではありません

固定不良 

頂部支持拡大 
頂部支持拡大 



　４.　対策

給湯器床固定方法

タンク脚部は必ずアンカーにて固定する

メーカーの違いによる施工要領に注意する

（転倒防止金物の例）

標準付属転倒防止金物の取付例

日建連

頭頂部の①②③のいずれ
かを利用し、強度保持で
きる面にアンカーを固定
し、サイズはM8以上のア
ンカー2本で行う④⑤

注意
この情報シートは日建連の基準ではありません

※平成23年9月7日国土交通省住宅局発行『電気給湯器等の転倒防止措置の点検等につい
て』を参考とする

資　　料

機器据付けのアンカーボルトは、短期許容応力度に基づく引張力とせん断力に耐えうる
ものを選定すること。（選定方法は「建築設備耐震設計・施工指針2005年版」に準ずる
こと）
設備機器重心位置が高い場合（設備機器の高さの1/2以上）は、機器頂部で壁や天井等の
躯体から振れ止め支持をとること。
機器への接続はフレキキシブル継手を介して接続すること。

タンク正面 タンク上面 

ライナーにてレベル調整 

アンカーボルト 

貯湯タンク 貯湯タンク 

  M8 ｱﾝｶｰ×2箇所 

孔深さ40m 

転倒防止金物 厚1.5mm以上 

6mmビス（本体付属） 

M8 ｱﾝｶｰ×2箇所 

転倒防止金物（標準品） 

離隔距離 0～150mm 
150mmを超える場合には延
長ﾌﾟﾚｰﾄ 

固定方法の例 



制 定

改 訂 　

　１.　目的・概要

　 　

　２.　震 災 事 例

　

　

乾式壁の区画処理認定工法も

被害がある

　

　

　

 

  

  

 

　

注意
この情報シートは日建連の基準ではありません日建連

 

　2011年3月11日に東北地方太平洋沖地震が発生し、建築設備も各地で震災情報や被害状
況が報告されてきている。今回『建築設備』の被害情報より、過去の震災とは違う特徴
を事例にあげ、建築設備の耐震技術の重要性を改めて認識するとともに、今後の参考に
なりえる事例を紹介する。

　ケーブルラックなどの区画貫通処理部においては、振動によるケーブルラックの移動
もしくは内装壁の移動により、区画貫通処理の損傷が見受けられるが、配線等には損傷
は見られない。

設備工事情報シート

耐震対策 区画貫通部の耐震配慮 　

震災被害版　No.3
2012年2月22日

ケーブルラック 

区画壁（乾式） 

貫通処理材 

の破損 

ラックの動き 



（推定原因）

長時間の揺れにより、壁の挙動とケーブルラックの挙動の差が増大し、

貫通部処理材が破損した。

 

  

 

※配管耐震支持材については、(財)日本建築ｾﾝﾀｰ『建築設備耐震設計･施工指針』を参考とする

 

 

 

日建連
注意
この情報シートは日建連の基準ではありません

資　　料

　３.　原因

　４.　対策
　今回の震災では、ケーブルラック本体の脱落もあるが、乾式壁の破損事例も多い。乾
式壁と電気ケーブルラックの挙動の違いは避けられないが、電気ケーブル類の健全性を
確保するためには、ケーブルラック本体を堅固に固定する方法が望ましい。

区画壁（立断面） 貫通部直前(後)はケーブルラッ
クを貫通し、堅固に固定する 

防火区画貫通の場合は防火区画形成と 
地震時の揺れを考慮し、熱膨張耐火材等を
検討する 

貫通部参考図  
天井支持 

有効な耐震支持 



制 定

改 訂

　１.　目的・概要

　 　

　２.　震災事例

（排煙口が脱落した事例）

（排煙口の周囲の天井だけが壊れた事例）

（排煙口周囲の天井が壊れた事例）

排煙口の脱落

震災被害版 No.4

日建連
注意
この情報シートは日建連の基準ではありません

排煙口本体が脱落、落下し、さらに天井材
が破損している

排煙口吊りボルトが外れ、本体が脱落
ケーブルで落下は免れている

排煙口は脱落もなく健全であったが、
排煙口本体と天井材の挙動の違いにより
天井材が破損している

2012年2月22日

　2011年3月11日に東北地方太平洋沖地震が発生し、建築設備も各地で震災情報や被害状
況が報告されてきている。今回『建築設備』の被害情報より、過去の震災とは違う特徴
を事例にあげ、建築設備の耐震技術の重要性を改めて認識するとともに、今後の参考に
なりえる事例を紹介する。

設備工事情報シート

耐震対策



  ３.　原因

（推定原因）

　４.　対策

排煙口の取付例

排煙口の吊り部分の例（参考：クリフ㈱）

　　　

日建連

十分な強度のあるアングル材などをダクト
に堅固に固定し、排煙口の支持材とする

排煙口はサイズによってはかなりの重量に
なるので、落下の危険性を十分に検討し、
堅固に固定することが望ましい

※排煙口の取付方法ついては、(財)日本建築ｾﾝﾀｰ『建築設備耐震設計･施工指針』を参考とする。

メーカ指定の取付金物により支持する場合は、取付位置や金
物取付用のリベットなどの数は、メーカの基準を守って施工
する

以上に加え更に安全を期す場合は、落下防止ワイヤーを取付
け上部のスラブなどから支持する等の対策をする

注意
この情報シートは日建連の基準ではありません

長時間の揺れにより、排煙ダクトや天井が移動するが、挙動が異なるため互いに干渉す
る。その挙動の違いによる応力が、取付金物や取付ビスの許容力を上回った。
長時間の揺れにより取付ビスに金属疲労が蓄積し破断した。

取付金具や取付用アングルをダクトに取付けておき、取付ビスで排煙口を吊上げて、天
井に押し付ける形で固定する現在の固定方法では、天井材との干渉は避けられない。

※天井に設置された排煙口の耐震措置に関してては、『建築設備耐震設計・施工指針
2005年度版』Q&A集を参照のこと

資　　料

排煙ダクト 

取付ビズ 

φ４リベット 

にて取付 

取付金具 

天井材 

ガスケット 



制 定

改 訂

　１.　目的・概要

　　

　２.　震災事例

　　機器の脱落事例

（天井のある場所でのPACの脱落）

（天井のない場所でのFCUの脱落）

破断した吊りボルト

（被害事例の傾向）

2012年2月22日

　2011年3月11日に東北地方太平洋沖地震が発生し、建築設備も各地で震災情報や被害状
況が報告されてきている。今回『建築設備』の被害情報より、過去の震災とは違う特徴
を事例にあげ、建築設備の耐震技術の重要性を改めて認識するとともに、今後の参考に
なりえる事例を紹介する。

天井スラブの吊りボルトが根本で破断して
機器が脱落

設備工事情報シート 震災被害版　No．5

耐震対策 室内天井機器の耐震配慮

天井スラブの吊りボルトが根本で破断して
機器が脱落

天井面設置で比較的軽量でかつ吊り長さの
短い機器類の脱落事例が多い

今まであまり事例の無かった吊りボルトの
破断による機器の被害が多い

日建連
注意
この情報シートは日建連の基準ではありません



　３.　原因

（推定原因）

・長時間の揺れにより、吊りボルトに金属疲労が蓄積し、破断・変形した。

・大きな揺れや建物との共振により、機器の振れ幅が増大し、破断・変形した。

この部位で破断

　４.　対策

（対策の事例）

（8本の斜め材による振れ止め）

（形鋼による振れ止め）

日建連

自重支持用吊りボルト4本で構成される4面
にそれぞれ2本の斜材でＸ形とする

吊りボルト同士の固定用ワンタッチ金物は
外れの恐れがあるので、耐震支持には適用
しない

注意
この情報シートは日建連の基準ではありません

天吊り空調機で防振吊りを行う場合、吊り長さが短い場合は有効な耐震支持が
出来ないので、振れ止めを４方向に設置するなどして、揺れ巾を抑える

※(財)日本建築ｾﾝﾀｰ『建築設備耐震設計･施工指針2005年版Q&A集』を参考とする

資　　料

空調機器、、全熱交換器等、短い吊り長さでも、振れ止めを考慮し、地震時の揺れを軽
減させる工法の採用が望ましい。
重量機器を懸垂する場合は、丸棒による単なる吊り下げ工法ではなく、形鋼を使用し
た、剛性の高い架構を使用する。

FCU
FCU

建物の揺れ

機器の揺れ

FCU

建物の揺れ

機器の揺れ

繰返しにより吊ボルトが破断

通常状態


